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油脂技術

水素化技術

各種有機合成技術 応用技術

酸化技術

人と化学に向かい合う

生活分野 IT分野 医薬分野 環境分野
天然の植物・動物油を主原料に、
当社独自の高圧還元・選択水素化
技術で、化粧品やシャンプー・リ

ンス等の材
料を提供し
ています。

高品質、高機能の酸無水物は、
LEDや液晶ディスプレイ・電子機
器等でも利用され、急拡大する市

場のニーズ
に対応して
います。

優位性を誇る高圧水素化反応や高
度精製技術を応用し、当社は医薬
中間体（医薬製造原料）の製造に

も取組んで
います。

「地球に優しい」天然油脂をベー
スに様々な技術・ノウハウを駆使
し、低環境汚染型界面活性剤等の

環境配慮型
製品を開発
しています。

事業領域／社会で活躍する当社製品

進化を支える5つの固有技術
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株主の皆様へ

既存事業の収益向上を図るとともに、
高付加価値製品の創出に注力し、
業績回復に努めてまいります。

代表取締役社長　藤本万太郎

　株主の皆様におかれましては、平素は格別のご高配
を賜り厚くお礼申し上げます。
　ここに当社第141期中間期（平成24年 4 月 1 日から平
成24年 9 月30日まで）における概要をご報告申し上げ
ます。

事業の概況

　当中間期におけるわが国経済は、公共投資を中心に
東日本大震災の復興需要による下支えがありましたも
のの、欧州債務問題や中国経済の成長鈍化などの影響
により、景気は停滞色を強めるなど、厳しい状況で推
移いたしました。
　化学業界におきましても、世界経済が減速傾向にあ
るなかで輸出の減少が続きましたほか、自動車、電機
関連などの需要が依然として回復の兆しを見せず、極
めて厳しい環境の下で推移することとなりました。
　このような環境のなか、当社グループでは、製造コ
ストの低減、諸経費の削減はもとより、新製品開発の
スピードアップを目的に研究開発部門の体制再編に加
えて、新興国市場の開拓に向けニーズにきめ細かく、
迅速に対応できるよう海外事業部門を新設し、事業領
域の拡大と海外拠点の強化を重点に売上高および利益
の拡大を目指してまいりました。

　しかしながら、需要の低迷と原料高の影響を大きく
受けましたことから、当社グループの売上高は141億 2
千 9 百万円（前年同期比3.3％減）、営業損失 6千 9百万
円（前年同期は 3億 9千 4百万円の営業利益）、経常利益
4百万円（前年同期比99.0％減）、中間純損失 1億 1千万
円（前年同期は 4億 2百万円の中間純利益）となりました。
　このような状況でございますので、中間配当につき
ましては見送りとさせていただきたく、ご了承賜りま
すようお願い申し上げます。

今後の見通し

　今後のわが国経済につきましては、世界経済の持ち
直しを背景とする輸出の増加により、緩やかな持ち直
しが期待されておりますものの、エコカー補助金終了
に伴う自動車販売の反動減や尖閣諸島をめぐる日中関
係の悪化などの下振れ懸念もあり、先行き不透明感が
強まっております。
　このような状況のなか、当社グループといたしまし
ては、既存事業の収益向上を図るとともに成長が見込
まれる分野での高付加価値製品の事業展開を強化して
いくほか、グローバル人材の育成・確保の取組みなど、
海外事業の拡大により、業績の回復に努めてまいる所
存です。
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連結財務諸表

前中間
平成23年9月30日現在

当中間
平成24年9月30日現在

前期末
平成24年3月31日現在

【資産の部】
流動資産 16,158 16,834 18,332

現金及び預金 1,604 1,886 2,499

受取手形及び売掛金 9,413 10,497 11,237

商品及び製品 2,016 2,027 1,782

仕掛品 1,698 1,205 1,647

原材料及び貯蔵品 1,282 1,105 1,051

その他 145 115 115

貸倒引当金 △3 △3 △3

固定資産 15,435 14,949 14,863
（有形固定資産） 8,790 9,191 8,833
（無形固定資産） 170 114 158
（投資その他の資産） 6,473 5,644 5,872

投資有価証券 6,074 5,231 5,485

その他 403 416 389

貸倒引当金 △3 △3 △3

資産合計 31,594 31,784 33,196

前中間
平成23年9月30日現在

当中間
平成24年9月30日現在

前期末
平成24年3月31日現在

【負債の部】
流動負債 10,233 12,411 11,934

支払手形及び買掛金 5,126 6,163 6,561

短期借入金 1,948 2,250 1,862

1年内返済予定の長期借入金 1,708 1,925 1,664

1年内償還予定の社債 37 37 37

未払法人税等 66 51 76

賞与引当金 239 245 247

その他 1,105 1,738 1,484

固定負債 9,001 7,243 8,652
社債 371 333 352

長期借入金 4,809 3,632 4,758

退職給付引当金 1,970 1,924 1,981

役員退職慰労引当金 43 46 46

負ののれん 403 284 343

その他 1,404 1,021 1,170

負債合計 19,234 19,654 20,586
【純資産の部】
株主資本 12,117 12,261 12,558

資本金 5,660 5,660 5,660

資本剰余金 4,246 4,246 4,246

利益剰余金 2,378 2,523 2,821

自己株式 △168 △170 △169

その他の包括利益累計額 △396 △812 △621
その他有価証券評価差額金 454 138 366

繰延ヘッジ損益 △9 ― ―

為替換算調整勘定 △840 △950 △988

少数株主持分 638 680 672
純資産合計 12,359 12,129 12,609
負債・純資産合計 31,594 31,784 33,196

連結貸借対照表 （単位：百万円）
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連結財務諸表

前中間
平成23年4月 1 日から（平成23年9月30日まで）

当中間
平成24年4月 1 日から（平成24年9月30日まで）

前期
平成23年4月 1 日から（平成24年3月31日まで）

売上高 14,607 14,129 29,471

売上原価 12,125 11,990 24,824

売上総利益 2,481 2,139 4,647

販売費及び一般管理費 2,087 2,208 4,223

営業利益又は営業損失（△） 394 △69 423

営業外収益 233 213 381

営業外費用 141 139 234

経常利益 486 4 570

特別利益 5 ― 442

特別損失 16 50 87

税金等調整前中間（当期）純利益 
又は税金等調整前中間純損失（△） 475 △46 924

少数株主損益調整前中間（当期）純利益 
又は少数株主損益調整前中間純損失（△） 422 △93 907

中間（当期）純利益
又は中間純損失（△） 402 △110 844

前中間
平成23年4月 1 日から（平成23年9月30日まで）

当中間
平成24年4月 1 日から（平成24年9月30日まで）

前期
平成23年4月 1 日から（平成24年3月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 383 535 1,232

投資活動によるキャッシュ・フロー △303 △409 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △409 △738 △669

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △0 △4

現金及び現金同等物の増減額 △338 △613 555

現金及び現金同等物の期首残高 1,728 2,283 1,728

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 1,390 1,670 2,283

連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円） （単位：百万円）
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セグメント別事業の概況

油脂製品セグメント

石油化学製品セグメント

その他セグメント

　油脂製品部門では、金属石鹸・安定剤向けの
ステアリン酸が安価な輸入品との価格競合が激
化しました一方、国内油脂相場が高値圏で推移
いたしましたため、販売数量、売上高ともに減
少いたしました。
　アルコール製品は、国内繊維油剤向けアル
コールが輸入品との競合により低調な販売とな
りましたほか、輸出では中国の経済成長鈍化に
より販売が振るわず、販売数量、売上高ともに
前年同期を下回る結果となりました。

　化成品部門は、可塑剤が輸入品の攻勢により
低調な販売状況ではありましたが、原料価格の
高騰に伴う販売価格の適正化に努めましたため、
売上高は増加いたしました。
　機能製品部門は、酸無水物が国内販売では前
年同期並みに留まりましたが、輸出では欧州お
よび中国向けが堅調に推移いたしました。
　樹脂添加剤は、主要販売先におけるコンビ
ナートトラブルの発生や為替の影響を受け、販
売数量、売上高ともに減少いたしました。

　その他セグメントにおきましては、業務用洗
剤が需要低迷により減少いたしましたが、商社
部門の販売が好調に推移いたしましたため、売
上高は増加いたしました。

セグメント別売上高構成比

セグメント別売上高

石油化学製品
セグメント

33％

58％

9％

油脂製品セグメント

●油脂製品セグメント

売上高� 46億5千万円

●石油化学製品セグメント

売上高� 82億5千2百万円

●その他セグメント

売上高� 12億2千6百万円

その他セグメント
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会社情報／株式情報

会社概要（平成24年9月30日現在）

役員（平成24年9月30日現在）

重要な子会社および関連会社（平成24年9月30日現在）

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,861,533 5.00
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 1,633,300 4.38
フ ク ダ 電 子 株 式 会 社 1,199,000 3.22
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 1,155,600 3.10
大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社 1,117,400 3.00
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 941,600 2.53
日 油 株 式 会 社 922,875 2.47
野 村 貿 易 株 式 会 社 850,100 2.28
豊 田 通 商 株 式 会 社 790,000 2.12
加 藤 　 恭 754,200 2.02

株式の状況（平成24年9月30日現在）

発行可能株式総数� 150,000,000株
発行済株式の総数� 38,008,906株

（うち自己株式718,888株）
株主数� 9,067名
大株主（上位10名）

●株式分布状況

金融機関 22.87％自己株式 1.89％

1,000,000株以上
18.33％

500,000株以上
22.33％

100,000株以上 21.86％

50,000株以上 4.09％

10,000株以上
10.96％

5,000株以上 5.42％

1,000株以上 13.03％ 1,000株未満 3.98％

証券会社 1.67％

その他法人 33.93％外国法人等 2.35％

個人その他 37.29％

所有者別

所有株数別

社 名 新日本理化株式会社

設 立 大正8年11月10日

資 本 金 5,660,863,449円

従 業 員 数 368名（単体）　473名（連結）

事 業 所
大阪本社 大阪市中央区備後町二丁目1番8号　備後町野村ビル
東京支社 東京都中央区新川一丁目3番3号　第17荒井ビル
研究所／京都工場 京都市伏見区葭島矢倉町13番地
徳島工場 徳島県徳島市川内町榎瀬1番地
川崎工場 川崎市川崎区浮島町7番2号
堺工場 堺市西区築港新町3丁5番地1

取 締 役 会 長 野 村 正 朗
代表取締役社長 藤 　 本 　 万 太 郎
代 表 取 締 役
常 務 取 締 役 原 　 健 二

常 務 取 締 役 林 豊
取 締 役 寺 澤 靜 男
取 締 役 状 家 美 香
取 締 役 加 藤 慎 治
取 締 役 藤 牧 愼 一
取 締 役 石 野 　 淳
取 締 役 芹 田 俊 雄
常 勤 監 査 役 山 本 　 隆
常 勤 監 査 役 加 藤 　 純
監 査 役 織 田 貴 昭
監 査 役 村 永 次 郎

連結対象子会社

日新理化株式会社
アルベス株式会社
日東化成工業株式会社
NJC Korea Co.,Ltd.

持分法適用
関連会社

Emery Oleochemicals Rika （M） Sdn.Bhd.
台湾新日化股份有限公司
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株主メモ

当社ホームページにおきましても最新のトピックスを
はじめ、様々な情報をご案内しております。

Eメールアドレスをご登録いただいた皆様に、最新の
当社IR情報をEメールでお知らせいたします。ご希望の
方はトップページからご登録ください。

ホームページのご案内

検 索詳しくは 新日本理化

URL
http://www.nj-chem.co.jp/

IR情報メール配信サービス

環境に配慮した「植物油インキ」を使用しています。

●ご注意
1. �　株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会

社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合わせください。株主名簿管理人（三菱
UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2. �　特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりま
すので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店に
てもお取次ぎいたします。

3. �　未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月
基 準 日 定時株主総会の議決権　3月31日

期末配当　　　　　　　3月31日
中間配当　　　　　　　9月30日
臨時に必要がある場合は、その都度公告いたします。

公 告 方 法 電子公告とし、当社ホームページ（http://www.nj-chem.co.jp/）に掲載いたします。
ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じた場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。

単 元 株 式 数 100株
上 場 証 券 取 引 所 大阪証券取引所　市場第一部
証 券 コ ー ド 4406
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

各 種 お 問 合 わ せ
〔 郵 便 物 送 付 先 〕 〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話　0120-094-777 （通話料無料）

〔受付時間　9：00〜17：00（土、日、祝祭日、年末年始を除く）〕
ホームページ　http：//www.tr.mufg.jp/daikou/


